
受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ／ミレーアセット韓国セレ
クト・ファンド（株式型／債券型）」は、こ
のたび、第 6 期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<3838>
<3839>

ダイワ／ミレーアセット
韓国セレクト・ファンド
（株式型／債券型）

★当ファンドの仕組みは次の通りです。

商 品 分 類
株式型 追加型投信／海外／株式
債券型 追加型投信／海外／債券

信 託 期 間 5 年間（₂₀₁₁年₁₂月₂₁日～₂₀₁₆年₁₂月₂₀日）

運 用 方 針
株式型 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

債券型 信託財産の着実な成長と安定した収益の確保をめざして運
用を行ないます。

主要投資対象
株式型 韓国の金融商品取引所上場株式および店頭登録株式（上場

予定および店頭登録予定を含みます。）
債券型 韓国の債券

運 用 方 法

株式型

①主として、韓国の株式の中から、持続的な成長が期待され
る企業の株式に投資することにより、信託財産の成長をめざ
して運用を行ないます。
②韓国の株式への投資にあたっては、以下のような点に留意
しながら運用を行なうことを基本とします。
　イ ．信用リスクや流動性等を考慮して投資対象銘柄を選定

します。
　ロ ．企業の競争力、収益性、財務安定性、経営戦略、株価

バリュエーション等の分析を通じて、組入候補銘柄を決
定します。

　ハ ．業種分散、銘柄分散等を勘案してポートフォリオを構
築します。

③外貨建資産の運用にあたっては、ミレーアセット・グロー
バル・インベストメンツに運用の指図にかかる権限を委託し
ます。
④株式の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基
本とします。
⑤為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則とし
て行ないません。

債券型

①主として、韓国の債券に投資することにより、信託財産の
着実な成長と安定した収益の確保をめざして運用を行ない
ます。
②韓国の債券への投資にあたっては、以下のような点に留意
しながら運用を行なうことを基本とします。
　イ ．投資対象は、韓国の政府、政府関係機関等が発行する

韓国ウォン建ての債券とします。
　ロ ．金利や物価の動向、経済情勢や市場環境等を勘案して

ポートフォリオを構築します。
　ハ ．ポートフォリオの修正デュレーションは 1 （年）程度

から 3 （年）程度とします。
③外貨建資産の運用にあたっては、ミレーアセット・グロー
バル・インベストメンツに運用の指図にかかる権限を委託し
ます。
④債券の組入比率は、通常の状態で高位に維持することを基
本とします。
⑤為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは原則とし
て行ないません。

株式組入制限
株式型 無制限
債券型 純資産総額の₁₀％以下

分 配 方 針

株式型

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を
含みます。）等とし、原則として、基準価額の水準等を勘案
して分配金額を決定します。ただし、分配対象額が少額の場
合には、分配を行なわないことがあります。

債券型

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を
含みます。）等とし、原則として、信託財産の成長に資する
ことを目的に、基準価額の水準等を勘案して分配金額を決定
します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行な
わないことがあります。

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / /www . d a iw a－am . c o . j p /

運用報告書（全体版）
第 ₆ 期

（決算日 2₀1₄年12月22日）



ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

★ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）
■最近 ₅ 期の運用実績

決　　算　　期
基　準　価　額 韓国総合株価指数

（円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額

（分配落） 税込み
分配金

期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₂ 期末（2012年₁₂月20日） ₁₁, ₃₅₁ ₄₀₀ ₁₅. ₅ ₁₂, ₉₇₉ ₂₁. ₀ ₉₂. ₁ ― ₅, ₃₉₂ 
₃ 期末（2013年 ₆ 月20日） ₁₁, ₁₂₆ ₁, ₀₀₀ ₆. ₈ ₁₃, ₂₁₉ ₁. ₈ ₉₂. ₄ ― ₃, ₂₁₆ 
₄ 期末（2013年₁₂月20日） ₁₂, ₁₉₈ ₁, ₀₀₀ ₁₈. ₆ ₁₆, ₁₀₂ ₂₁. ₈ ₉₂. ₁ ― ₂, ₃₃₅ 
₅ 期末（2014年 ₆ 月20日） ₁₁, ₅₁₈ ₁, ₀₀₀ ₂. ₆ ₁₆, ₅₁₆ ₂. ₆ ₉₃. ₆ ― ₁, ₉₀₅ 
₆ 期末（2014年₁₂月22日） ₁₁, ₀₇₇ ₈₀₀ ₃. ₁ ₁₇, ₄₀₇ ₅. ₄ ₉₁. ₀ ― ₁, ₆₄₁ 

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ） 韓国総合株価指数（円換算）は、韓国総合株価指数（韓国ウォン建て）をもとに円換算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が

計算したものです。
（注 ₃ ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。 
（注 ₄ ） 韓国総合株価指数（韓国ウォン建て）に関する著作権、知的財産権、その他一切の権利は韓国証券取引所に帰属します。
（注 ₅ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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期　末
（2014. 12. 22）

期　首
（2014. 6. 20）

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

（注）期末の基準価額は、分配金込みです。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

年 月 日
基 準 価 額 韓国総合株価指数

（円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

騰落率 （参考指数） 騰落率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₆ 月₂₀日 ₁₁, ₅₁₈ ― ₁₆, ₅₁₆ ― ₉₃. ₆ ―
₆ 月末 ₁₁, ₅₉₅ ₀. ₇ ₁₆, ₄₈₇ △ ₀. ₂ ₉₃. ₁ ―
₇ 月末 ₁₁, ₈₄₉ ₂. ₉ ₁₇, ₃₁₉ ₄. ₉ ₉₃. ₇ ―
₈ 月末 ₁₂, ₂₈₈ ₆. ₇ ₁₇, ₅₈₈ ₆. ₅ ₉₃. ₅ ―
₉ 月末 ₁₂, ₂₅₃ ₆. ₄ ₁₇, ₄₀₆ ₅. ₄ ₉₃. ₂ ―
₁₀月末 ₁₁, ₇₆₁ ₂. ₁ ₁₆, ₈₄₁ ₂. ₀ ₉₃. ₂ ―
₁₁月末 ₁₁, ₉₆₈ ₃. ₉ ₁₇, ₅₉₈ ₆. ₆ ₉₁. ₈ ―

（期末）₂₀₁₄年₁₂月₂₂日 ₁₁, ₈₇₇ ₃. ₁ ₁₇, ₄₀₇ ₅. ₄ ₉₁. ₀ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₁, ₅₁₈円　期末：₁₁, ₀₇₇円（分配金800円）　騰落率：₃. ₁％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

韓国の株式に投資した結果、韓国の株式市況が軟調に推移したことがマイナス要因となりましたが、一方で為替相場にお
いて韓国ウォンが対円で上昇したことがプラス要因となり、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○韓国株式市況

韓国株式市況は下落しました。
韓国株式市況は、期首から₂₀₁₄年 ₈ 月までは、中国景気の好転期待、韓国政府による景気刺激策、外国人投資家からの

資金流入の活発化などを受けて、底堅い展開となりました。しかし ₉ 月以降は、米国の量的金融緩和策終了に対する警戒
感、大手ＩＴ企業の業績懸念、中東情勢や香港での民主化デモなどの地政学リスクの高まり、円安進行に伴う韓国の輸出
企業の競争力低下、欧米によるロシアに対する経済制裁などが嫌気されて軟調に推移し、期首比で下落して期末を迎えま
した。

○為替相場
韓国ウォン為替相場は、対円で上昇（円安）しました。
韓国ウォンは、好調な経常収支などを受けて外国人投資家からの資金流入が継続したこと、韓国政府による景気刺激策

に対する期待感、米ドルが対円で堅調に推移したことなどを受けて、上昇基調で始まりました。₂₀₁₄年 ₉ 月下旬以降、世
界的な景気減速懸念の高まりによるリスク回避の動きから一時調整しましたが、₁₀月中旬からは、日銀による追加金融緩
和策によって急速に円安が進行したため、韓国ウォンは上げ幅を拡大して期末を迎えました。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

◆前期における「今後の運用方針」

・株式組入比率
組入比率は₉₀～₉₈％程度とする方針です。

・ポートフォリオ
中長期的に中国の消費拡大から恩恵を受け、持続的な利益成長が期待される銘柄に焦点をあててポートフォリオを構

築します。セクター別では、安定した利益成長が期待できるレジャー関連銘柄、食品関連銘柄、メディア関連銘柄など
の消費関連セクター、世界的に競争力が高い企業が多い情報技術セクター、高齢化社会の進展から恩恵を受けるヘルス
ケアセクターの強気スタンスを維持し、輸出関連セクターについては韓国ウォンの業績に対する影響を注視してまいり
ます。

　以上のような方針のもとに、外貨建資産の運用にあたっては、ミレーアセット・グローバル・インベストメンツに運用
の指図にかかる権限を委託し、今後の運用を行なってまいります。

◆ポートフォリオについて
韓国の株式の中から、持続的な成長が期待される企業の株式中心にポートフォリオを構築しました。
セクター別では、中長期的に中国の消費拡大から恩恵を受け、持続的な利益成長が期待される一般消費財・サービスセク

ターおよび生活必需品セクター、世界的に競争力が高い情報技術セクターの投資比率を高位に維持しました。個別銘柄で
は、増配などの株主還元策実施が好感されたＩＴ関連銘柄や、大規模な設備投資が終了して今後のキャッシュフロー成長が
見込める通信関連銘柄を組入上位としました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。当ファンドは、参考指数と比較して生活必需

品セクターやヘルスケアセクターの比率が高いという特徴があります。参考指数は韓国株式市場の動向を表す代表的な指数
として掲載しております。

（％）
6. 0
5. 0
4. 0
3. 0
2. 0
1. 0
0. 0

当　期
（2014. 6. 20～2014. 12. 22）

基準価額
韓国総合株価指数（円換算）
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は800円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日
～₂₀₁₄年₁₂月₂₂日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₈₀₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₆. ₇₄
当 期 の 収 益 （円） ₃₅₅
当 期 の 収 益 以 外 （円） ₄₄₄

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₁, ₀₇₆
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₅. ₇₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₃₅₀. ₁₉
（ｃ）収 益 調 整 金 ₂₆₂. ₈₀
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₂₅₈. ₁₃
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁, ₈₇₆. ₈₈
（ｆ）分 配 金 ₈₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₁, ₀₇₆. ₈₈
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　ボトムアップアプローチに基づき、中長期的に中国の消費拡大から恩恵を受け、持続的な利益成長が期待される銘柄に焦点
をあててポートフォリオを構築します。セクター別では、中国市場から安定した利益成長が期待できる消費関連セクター、グ
ローバルに競争力が高く今後の株主還元が期待される情報技術セクター、高齢化社会の進展から恩恵を受けるヘルスケアセク
ターなどに投資妙味があると考えます。輸出関連セクターについては、引続き韓国ウォンの動向を注視してまいります。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

■売買および取引の状況
株　　　式

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₄年₁₂月₂₂日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額
外 

国

百株 千韓国ウォン 百株 千韓国ウォン

韓 国 ₉₉₁. ₃₃ ₅, ₂₉₄, ₀₉₄ ₁, ₃₁₅. ₀₃ ₈, ₇₃₅, ₅₅₄ 
（ ₂₁. ₈₄） （ ₁, ₄₄₈） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₄年₁₂月₂₂日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁, ₄₆₃, ₉₂₂千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁, ₇₃₉, ₀₁₇千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₈₄ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₆. ₂₁～₂₀₁₄. ₁₂. ₂₂）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₀₇円 ₀. ₉₀₃％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₁, ₈₃₆円です。

（投信会社）  （₅₂）  （₀. ₄₃₈） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₅₂）  （₀. ₄₃₈） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₁₄   ₀. ₁₁₈   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₁₄）  （₀. ₁₁₈） 

有価証券取引税  ₁₈   ₀. ₁₄₉   有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₁₈）  （₀. ₁₄₉） 
その他費用  ₈   ₀. ₀₆₄   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用）  （₇）  （₀. ₀₆₀） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₀）  （₀. ₀₀₁） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　　計  ₁₄₆   ₁. ₂₃₄  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

■組入資産明細表
外 国 株 式

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千韓国ウォン 千円 
（韓国）
YUHAN CORPORATION ₂₂. ₈₉ ₁₀. ₈₉ ₁₈₆, ₂₁₉ ₂₀, ₂₉₇ ヘルスケア
HYUNDAI E&C ₃₉ ― ― ― 資本財・サービス
SAMSUNG FIRE & MARINE ₂₁. ₀₆ ₁₈. ₀₆ ₅₃₀, ₀₆₁ ₅₇, ₇₇₆ 金融
SAMSUNG C&T CORP ₅₀ ― ― ― 資本財・サービス
CJ CORP ― ₁₂ ₁₈₂, ₄₀₀ ₁₉, ₈₈₁ 資本財・サービス
VIEWORKS CO LTD ― ₂₅ ₈₂, ₂₅₀ ₈, ₉₆₅ ヘルスケア
CHEIL INDUSTRIES INC ₁₂. ₇₆ ― ― ― その他
ORION CORP ₆. ₅₆ ₂. ₅₆ ₂₄₆, ₂₇₂ ₂₆, ₈₄₃ 生活必需品
AMOREPACIFIC GROUP ― ₄ ₄₂₀, ₈₀₀ ₄₅, ₈₆₇ 生活必需品
NONG SHIM CO LTD ₆. ₇₉ ― ― ― 生活必需品
CJ FRESHWAY CORP ₉₁. ₆₈ ₄₉. ₆₈ ₂₂₇, ₀₃₇ ₂₄, ₇₄₇ 生活必需品
LOTTE CHILSUNG BEVERAGE CO ― ₁ ₁₄₆, ₃₀₀ ₁₅, ₉₄₆ 生活必需品
HYUNDAI MOTOR CO ₄₆ ₂₅ ₄₂₅, ₀₀₀ ₄₆, ₃₂₅ 一般消費財・サービス
HYUNDAI GREENFOOD CO LTD ₂₅₈. ₈ ₁₀₈. ₈ ₂₀₀, ₁₉₂ ₂₁, ₈₂₀ 一般消費財・サービス
DONGWON INDUSTRIES CO LTD ― ₄. ₅ ₁₃₆, ₁₂₅ ₁₄, ₈₃₇ 生活必需品
GREEN CROSS CORP ₁₆. ₉₈ ― ― ― ヘルスケア
SAMSUNG SDI CO LTD ₁₄. ₄ ₇. ₀₄ ₈₃, ₄₂₄ ₉, ₀₉₃ 情報技術
SEWOONMEDICAL CO LTD ― ₁₀₀ ₇₀, ₀₀₀ ₇, ₆₃₀ ヘルスケア

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₄年₁₂月₂₂日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
IMARKETKOREA INC（韓国）  ₂₂. ₆₄₅ ₆₈, ₈₄₉ ₃, ₀₄₀  SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD（韓国）  ₀. ₅ ₆₆, ₄₀₅ ₁₃₂, ₈₁₀ 
SEEGENE INC（韓国）  ₈. ₇₉₄ ₅₃, ₄₇₅ ₆, ₀₈₀  HYUNDAI WIA CORP（韓国）  ₃. ₂ ₆₀, ₄₁₁ ₁₈, ₈₇₈ 
AMOREPACIFIC GROUP（韓国）  ₀. ₄ ₃₉, ₁₅₄ ₉₇, ₈₈₆  HYUNDAI MOTOR CO（韓国）  ₂. ₈ ₅₈, ₄₀₃ ₂₀, ₈₅₈ 
HYUNDAI WIA CORP（韓国）  ₁. ₅₈₄ ₃₀, ₅₂₂ ₁₉, ₂₆₉  HANMI PHARM CO LTD（韓国）  ₅. ₁₈₇ ₄₆, ₆₇₉ ₈, ₉₉₉ 
SK C&C CO LTD（韓国）  ₁. ₅ ₃₀, ₂₆₂ ₂₀, ₁₇₄  SAMSUNG C&T CORP（韓国）  ₅ ₃₈, ₁₂₂ ₇, ₆₂₄ 
SAMSUNG ELECTRONICS-PREF（韓国）  ₀. ₂₅ ₂₅, ₇₄₄ ₁₀₂, ₉₇₆  ORION CORP（韓国）  ₀. ₄ ₃₇, ₃₁₂ ₉₃, ₂₈₀ 
CJ CORP（韓国）  ₁. ₂ ₂₂, ₄₇₈ ₁₈, ₇₃₁  SAMSUNG HEAVY INDUSTRIES（韓国）  ₁₃. ₂ ₃₇, ₂₉₁ ₂, ₈₂₅ 
LOTTE CHILSUNG BEVERAGE CO（韓国）  ₀. ₁ ₂₁, ₄₃₅ ₂₁₄, ₃₅₂  KOREA ZINC CO LTD（韓国）  ₀. ₈ ₃₅, ₆₆₈ ₄₄, ₅₈₅ 
SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD（韓国）  ₀. ₁₅ ₂₀, ₅₆₃ ₁₃₇, ₀₉₂  CHEIL WORLDWIDE INC（韓国）  ₁₅. ₄₈ ₃₄, ₁₀₂ ₂, ₂₀₃ 
EO TECHNICS CO LTD（韓国）  ₂ ₁₈, ₃₈₆ ₉, ₁₉₃  HOTEL SHILLA CO LTD（韓国）  ₂. ₅ ₂₉, ₉₀₂ ₁₁, ₉₆₀ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外貨建金額 邦貨換算金額

百株 百株 千韓国ウォン 千円 
SUHEUNG CO LTD ― ₂₆. ₁ ₁₃₃, ₈₉₃ ₁₄, ₅₉₄ ヘルスケア
HOTEL SHILLA CO LTD ₄₉. ₈₅ ₂₄. ₈₅ ₂₁₉, ₄₂₅ ₂₃, ₉₁₇ 一般消費財・サービス
HANSSEM CO LTD ― ₁₅ ₁₆₅, ₀₀₀ ₁₇, ₉₈₅ 一般消費財・サービス
KOREA ZINC CO LTD ₁₁. ₆₂ ₃. ₆₂ ₁₄₄, ₄₃₈ ₁₅, ₇₄₃ 素材
SAMSUNG HEAVY INDUSTRIES ₁₃₂ ― ― ― 資本財・サービス
HYUNDAI WIA CORP ₅₃. ₆₄ ₃₇. ₄₈ ₆₅₇, ₇₇₄ ₇₁, ₆₉₇ 一般消費財・サービス
YOUNGONE CORP ― ₃₀ ₁₄₉, ₇₀₀ ₁₆, ₃₁₇ 一般消費財・サービス
IMARKETKOREA INC ― ₁₅₂. ₀₉ ₄₃₀, ₄₁₄ ₄₆, ₉₁₅ 資本財・サービス
S₁ CORPORATION ₂₆ ₂₆ ₁₉₁, ₆₂₀ ₂₀, ₈₈₆ 資本財・サービス
DAESANG CORPORATION ₁₁₁. ₄ ₆₁. ₄ ₂₁₁, ₂₁₆ ₂₃, ₀₂₂ 生活必需品
COSMAX INC ₁₃. ₂₄ ₁₃. ₂₄ ₁₄₈, ₉₅₀ ₁₆, ₂₃₅ 生活必需品
COWAY CO LTD ₅₃. ₉₅ ₂₈. ₉₅ ₂₅₀, ₁₂₈ ₂₇, ₂₆₃ 一般消費財・サービス
GRAND KOREA LEISURE CO LTD ₇₆. ₈ ₅₆. ₈ ₁₈₃, ₇₄₈ ₂₀, ₀₂₈ 一般消費財・サービス
MANDO CORP/NEW ― ₉. ₀₄ ₁₆₈, ₁₄₄ ₁₈, ₃₂₇ 一般消費財・サービス
KOREA ELECTRIC TERMINAL ― ₂₀ ₁₃₆, ₂₀₀ ₁₄, ₈₄₅ 資本財・サービス
CHEIL WORLDWIDE INC ₁₅₄. ₈ ― ― ― 一般消費財・サービス
SK BROADBAND CO LTD ₂₅₀ ₃₅₀ ₁₄₆, ₁₂₅ ₁₅, ₉₂₇ 電気通信サービス
PARADAISE CO LTD ₁₂₆. ₈₆ ₁₂₆. ₈₆ ₃₀₀, ₀₂₃ ₃₂, ₇₀₂ 一般消費財・サービス
SK C&C CO LTD ― ₁₀ ₂₁₄, ₅₀₀ ₂₃, ₃₈₀ 情報技術
NAVER CORP ₉. ₉₃ ₇. ₉₃ ₅₈₆, ₈₂₀ ₆₃, ₉₆₃ 情報技術
CJ O SHOPPING CO LTD ₁₄. ₇₉ ₆. ₅ ₁₇₃, ₇₄₅ ₁₈, ₉₃₈ 一般消費財・サービス
KOREA GAS CORPORATION ₆₇ ₆₇ ₃₃₄, ₆₆₅ ₃₆, ₄₇₈ 公益事業
HANMI PHARM CO LTD ₅₁. ₈₇ ― ― ― ヘルスケア
EO TECHNICS CO LTD ― ₂₀ ₂₁₈, ₀₀₀ ₂₃, ₇₆₂ 情報技術
HANA TOUR SERVICE INC ₅₆. ₆₄ ₁₉. ₄ ₁₅₀, ₇₃₈ ₁₆, ₄₃₀ 一般消費財・サービス
S.M. ENTERTAINMENT CO ₃₅ ― ― ― 一般消費財・サービス
SEOUL SEMICONDUCTOR ₈₀ ― ― ― 情報技術
KOREA AEROSPACE INDUSTRIES ₆₁. ₈ ₈₁. ₈ ₃₁₉, ₀₂₀ ₃₄, ₇₇₃ 資本財・サービス
BS FINANCIAL GROUP INC ― ₁₀₀ ₁₄₇, ₀₀₀ ₁₆, ₀₂₃ 金融
KEPCO PLANT SERVICE & ENGINEER ₅₂. ₈₅ ₅₂. ₈₅ ₄₂₆, ₄₉₉ ₄₆, ₄₈₈ 資本財・サービス
LG HOUSEHOLD & HEALTH CARE ₉. ₃ ₄. ₃ ₂₆₄, ₄₅₀ ₂₈, ₈₂₅ 生活必需品
LG CHEM LTD ₁₈. ₂₅ ₁₆. ₂₅ ₃₀₉, ₅₆₂ ₃₃, ₇₄₂ 素材
BIOLAND LTD ― ₇₀ ₁₃₄, ₇₅₀ ₁₄, ₆₈₇ 生活必需品
KT SKYLIFE CO LTD ₇₅. ₉ ― ― ― 一般消費財・サービス
LEENO INDUSTRIAL INC ― ₄₀ ₁₄₆, ₄₀₀ ₁₅, ₉₅₇ 情報技術
SAMSUNG ELECTRONICS-PREF ― ₁. ₅ ₁₅₁, ₈₀₀ ₁₆, ₅₄₆ 情報技術
HALLA HOLDINGS CORP ― ₆. ₄₅ ₄₈, ₄₃₉ ₅, ₂₇₉ 一般消費財・サービス
SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD ₁₃. ₃₆ ₉. ₈₆ ₁, ₃₀₉, ₄₀₈ ₁₄₂, ₇₂₅ 情報技術
HYUNDAI ROTEM COMPANY ₈₀. ₈ ― ― ― 資本財・サービス
SK TELECOM ₄₀. ₉₈ ₃₀. ₉₈ ₈₇₃, ₆₃₆ ₉₅, ₂₂₆ 電気通信サービス
GLOVIS CO LTD ₂₂. ₃₄ ₂₂. ₃₄ ₆₄₇, ₈₆₀ ₇₀, ₆₁₆ 資本財・サービス
SEEGENE INC ― ₈₆. ₉₁ ₂₆₀, ₂₉₅ ₂₈, ₃₇₂ ヘルスケア
CJ CHEILJEDANG CORP ₄. ₉₉ ₆. ₉₉ ₂₂₄, ₃₇₉ ₂₄, ₄₅₇ 生活必需品
I-SENS INC ― ₃₀ ₁₈₄, ₈₀₀ ₂₀, ₁₄₃ ヘルスケア

フ ァ ン ド 合 計 株 　 数 、 金 　 額 ₂, ₃₄₂. ₈₈ ₂, ₀₄₁. ₀₂ ₁₃, ₆₉₉, ₆₄₈ ₁, ₄₉₃, ₂₆₁ 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ ₄₁ 銘柄 ₅₀ 銘柄 ＜₉₁. ₀％＞ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₂月₂₂日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₁, ₄₉₃, ₂₆₁ ₈₃. ₇ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₉₀, ₈₀₇ ₁₆. ₃ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁, ₇₈₄, ₀₆₉ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会の定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、₁₂月₂₂日における邦貨換算レートは、₁₀₀韓国ウォン＝₁₀. ₉₀円
です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₁, ₆₀₈, ₃₉₄千円）の投資信託財産総額
（₁, ₇₈₄, ₀₆₉千円）に対する比率は、₉₀. ₂% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₂月₂₂日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1， ₇8₄， ₀₆9， ₄1₇円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂₈₁, ₇₀₂, ₃₄₉  
株 式（評価額） ₁, ₄₉₃, ₂₆₁, ₇₀₃  
未 収 入 金 ₉, ₁₀₅, ₃₆₅  

（Ｂ）負 債 1₄2， ₇38， 82₀  
未 払 金 ₆, ₆₆₁, ₅₇₁  
未 払 収 益 分 配 金 ₁₁₈, ₅₄₀, ₉₃₁  
未 払 解 約 金 ₈₅₀, ₇₄₈  
未 払 信 託 報 酬 ₁₆, ₆₃₄, ₉₇₃  
そ の 他 未 払 費 用 ₅₀, ₅₉₇  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1， ₆₄1， 33₀， ₅9₇  
元 本 ₁, ₄₈₁, ₇₆₁, ₆₄₆  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₅₉, ₅₆₈, ₉₅₁  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 1， ₄81， ₇₆1， ₆₄₆口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 11， ₀₇₇円

＊ 期首における元本額は₁, ₆₅₄, ₆₈₅, ₆₁₈円、当期中における追加設定元本額は
₂₁, ₀₄₅, ₅₂₂円、同解約元本額は₁₉₃, ₉₆₉, ₄₉₄円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₁, ₀₇₇円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日　至₂₀₁₄年₁₂月₂₂日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 1， 138， ₇₄1円

受 取 配 当 金 ₁, ₀₇₈, ₀₃₈
受 取 利 息 ₆₀, ₇₀₃

（Ｂ）有価証券売買損益 ₆9， ₄2₇， 28₄
売 買 益 ₂₇₀, ₄₈₅, ₆₁₄
売 買 損 △ ₂₀₁, ₀₅₈, ₃₃₀

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 1₇， 823， ₇89
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ₅2， ₇₄2， 23₆
（Ｅ）前期繰越損益金 18₆， ₄2₅， ₇₆₆
（Ｆ）追加信託差損益金 38， 9₄1， 88₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₄, ₈₁₂, ₁₂₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₂₄, ₁₂₉, ₇₅₃）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 2₇8， 1₀9， 882
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 118， ₅₄₀， 931

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 1₅9， ₅₆8， 9₅1
追 加 信 託 差 損 益 金 ₃₈, ₉₄₁, ₈₈₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₁₄, ₈₁₂, ₁₂₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₂₄, ₁₂₉, ₇₅₃）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₂₀, ₆₂₇, ₀₇₁

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
（注 ₄ ） 投資信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委託するために

要する費用：₄, ₁₉₇, ₅₂₅円（未監査）

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₈₅₁, ₇₇₈円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₅₁, ₈₉₀, ₄₅₈
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₈, ₉₄₁, ₈₈₀
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁₈₆, ₄₂₅, ₇₆₆
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂₇₈, ₁₀₉, ₈₈₂
（ｆ）分 配 金 ₁₁₈, ₅₄₀, ₉₃₁
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₅₉, ₅₆₈, ₉₅₁
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁, ₄₈₁, ₇₆₁, ₆₄₆口
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（株式型）

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金  8₀₀円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、₁₂月₂₂日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₁, ₀₇₇円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

復興特別所得税ならびに証券税制の軽減税率の廃止に関するお知らせ
・₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日から普通分配金ならびに解約時または償還時の差益に対し、所得税に₂. ₁％の率を乗じた復興特別所得税が課されて

います。また、証券税制の軽減税率は₂₀₁₃年₁₂月₃₁日をもって廃止されています。そのため₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日から₂₀₁₃年₁₂月₃₁日ま
では₁₀. ₁₄₇％（所得税 ₇ ％、復興特別所得税₀. ₁₄₇％および地方税 ₃ ％）、₂₀₁₄年 ₁ 月 ₁ 日以降は₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別
所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率が適用されます。

・復興特別所得税に係る記載がされた目論見書の再交付をご希望される受益者の方につきましては、その旨を販売会社までお申し出
ください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）

★ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）
■最近 ₅ 期の運用実績

決　　算　　期
基　　　 準　　　価　　　額

公　社　債
組 入 比 率

純　資　産
総　　　額（分配落） 税　込　み

分　配　金
期　　　中
騰　落　率

円 円 ％ ％ 百万円
₂ 期末（₂₀₁₂年₁₂月₂₀日） ₁₁, ₉₁₉ ₁₀ ₁₆. ₉ ₉₈. ₉ ₆₄₅ 
₃ 期末（₂₀₁₃年 ₆ 月₂₀日） ₁₂, ₈₇₈ ₁₀ ₈. ₁ ₉₇. ₉ ₄₅₃ 
₄ 期末（₂₀₁₃年₁₂月₂₀日） ₁₅, ₀₄₃ ₁₀ ₁₆. ₉ ₉₈. ₁ ₃₅₉ 
₅ 期末（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₀日） ₁₅, ₄₅₅ ₁₀ ₂. ₈ ₉₈. ₃ ₃₃₀ 
₆ 期末（₂₀₁₄年₁₂月₂₂日） ₁₇, ₀₁₉ ₁₀ ₁₀. ₂ ₉₇. ₃ ₃₄₁ 

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）公社債組入比率は新株予約権付社債券（転換社債券）および債券先物を除きます。
（注 ₃ ）当ファンドは、ファンドの運用方針に対して適切な比較指数がないため、ベンチマークおよび参考指数等を記載しておりません。

■当期中の基準価額の推移

17, 500

17, 000

16, 500

16, 000

15, 500

15, 000

（円）
5

4

3

2

1

0

（億円）

期　末
（2014. 12. 22）

期　首
（2014. 6. 20）

基準価額（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

（注）期末の基準価額は、分配金込みです。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）

年 月 日
基　　　　準　　　　価　　　　額 公 社 債

組　入　比　率騰　　落　　率
円 ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₆ 月₂₀日 ₁₅, ₄₅₅ ― ₉₈. ₃
₆ 月末 ₁₅, ₄₆₂ ₀. ₀ ₉₈. ₇
₇ 月末 ₁₅, ₅₇₆ ₀. ₈ ₉₈. ₀
₈ 月末 ₁₅, ₈₈₀ ₂. ₇ ₉₈. ₈
₉ 月末 ₁₆, ₁₆₂ ₄. ₆ ₉₉. ₇
₁₀月末 ₁₆, ₂₂₉ ₅. ₀ ₉₉. ₆
₁₁月末 ₁₆, ₇₈₅ ₈. ₆ ₉₉. ₄

（期末）₂₀₁₄年₁₂月₂₂日 ₁₇, ₀₂₉ ₁₀. ₂ ₉₇. ₃
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₅, ₄₅₅円　期末：₁₇, ₀₁₉円（分配金10円）　騰落率：₁₀. ₂％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

韓国ウォン建ての債券を高位に組入れて運用した結果、金利の低下で債券価格が上昇したことや、為替相場において円安
が進んだことが寄与し、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○債券市況

韓国の国債金利は低下しました。
期首から₂₀₁₄年 ₇ 月下旬にかけては、韓国銀行（中央銀行）の利下げ観測や米国において国債金利が低位で推移したこ

となどから、金利は低下しました。 ₈ 月には韓国銀行が利下げを実施しましたが、市場では利下げが予想されていたこと
や中央銀行総裁がその後の金融緩和に対して中立的なスタンスを示したことなどから影響は限定的で、 ₉ 月上旬にかけて
金利はおおむね横ばい推移となりました。その後、₁₁月上旬にかけては軟調なＣＰＩ（消費者物価指数）の伸び率や韓国
銀行による追加利下げなどを背景に金利は低下基調となりました。国外では、日銀が追加金融緩和に踏み切ったことやＥ
ＣＢ（欧州中央銀行）の追加金融緩和期待が高まったことなども、金利低下を促す圧力となりました。₁₁月中旬から期末
にかけては、経済指標や韓国銀行の追加利下げ期待などに振らされながらおおむねレンジ内での横ばい推移となりまし
た。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）

○為替相場
韓国ウォンは対円で上昇（円安）しました。
期首から₂₀₁₄年 ₈ 月にかけては、韓国経済の先行きに対して不透明感が高まったことや、ウクライナ等での地政学リス

クの高まりを背景に韓国ウォンは対円でやや弱含む展開となりました。 ₈ 月中旬から ₉ 月下旬にかけては、世界的に株価
が堅調に推移し、リスク回避姿勢が後退したことで韓国ウォンへの買戻しが強まり、対円で上昇に転じました。₁₀月にか
けては、中東での地政学リスクの高まりやエボラ出血熱の感染拡大、世界的な景気見通しに対する不透明感、また、国内
材料では韓国銀行の利下げ観測などを受けて円高圧力が優勢となる場面も見られました。しかしその後は、日銀による追
加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）による新たな資産構成の発表、衆議院の解散など日本発の円
安を促す材料が続いたことから、期末にかけて韓国ウォン高円安基調が続く展開となりました。

◆前期における「今後の運用方針」

当ファンドの商品性格に鑑み、韓国の債券に投資することで信託財産の着実な成長と安定した収益の確保をめざして運
用を行ないます。ポートフォリオの修正デュレーションや銘柄構成については、金利や物価の動向、経済状況や市場環境
等に応じて柔軟に変化させます。

外貨建資産の運用にあたっては、ミレーアセット・グローバル・インベストメンツに運用の指図にかかる権限を委託し
ます。

◆ポートフォリオについて
期を通して韓国の債券に投資することにより、信託財産の着実な成長と安定した収益の確保をめざして運用を行ないまし

た。
債券ポートフォリオの金利リスクについては、商品性格に基づき修正デュレーションで1.7（年）～2.1（年）程度としま

した。
外貨建資産の運用にあたっては、ミレーアセット・グローバル・インベストメンツに運用の指図にかかる権限を委託しま

した。
為替に関しては、実質外貨比率を高位に保ちました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークや参考指数を設けておりません。

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₁₀円といたしました。
■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日
～2014年12月22日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₁₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₀. ₀₆
当 期 の 収 益 （円） ₁₀
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―  

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₇, ₀₁₉ 
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₂₂₄. ₁₂円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₁, ₃₅₀. ₄₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₅₀. ₂₁
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₅, ₁₀₄. ₇₂
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₇, ₀₂₉. ₄₇
（ｆ）分 配 金 ₁₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₇, ₀₁₉. ₄₇
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　当ファンドの商品性格に鑑み、引続き、韓国の債券に投資することで信託財産の着実な成長と安定した収益の確保をめざし
て運用を行ないます。ポートフォリオの修正デュレーションや銘柄構成については、金利や物価の動向、経済状況や市場環境
等に応じて柔軟に変化させます。
　外貨建資産の運用にあたっては、ミレーアセット・グローバル・インベストメンツに運用の指図にかかる権限を委託しま
す。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）

■主要な売買銘柄
公　 社　 債

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₄年₁₂月₂₂日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘 柄 金 額 銘 柄 金 額

千円 千円
Korea Monetary Stabilization Bond（韓国） ₂. ₃₅% ₂₀₁₅/₉/₉ ₁₀₉, ₂₅₇ Ｋｏｒｅａ Ｍｏｎｅｔａｒｙ Ｓｔａｂｉℓｉｚａｔｉｏｎ Ｂｏｎｄ︵ 韓国 ︶ ₂. ₈₄％ ₂₀₁₄⊘₁₂⊘₂ ₃₃, ₁₉₃ 
KOREA TREASURY BOND（韓国） ₃. ₅% ₂₀₂₄/₃/₁₀ ₁₈, ₄₂₇ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。

■売買および取引の状況
公　 社　 債

（₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日から₂₀₁₄年₁₂月₂₂日まで）
買 付 額 売 付 額

外 

国

千韓国ウォン 千韓国ウォン

韓 国 国 債 証 券 ₁, ₁₈₆, ₂₆₇ ₃₃₀, ₃₁₂ 
（ ₁, ₀₇₀, ₀₀₀） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金（経過利子分は含まれておりません）。
（注 ₂ ）（　）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。
（注 ₃ ）単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₆. ₂₁～₂₀₁₄. ₁₂. ₂₂）
金　額 比　率

信託報酬 ₁₀₀円 ₀. ₆₂₄％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₆, ₀₁₆円です。

（投信会社） （₄₄） （₀. ₂₇₄） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社） （₅₃） （₀. ₃₂₈） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行） （₄） （₀. ₀₂₂） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料 ― ― 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

有価証券取引税 ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用 ₉ ₀. ₀₅₆ その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（保管費用） （₇） （₀. ₀₄₅） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用） （₁） （₀. ₀₀₄） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他） （₁） （₀. ₀₀₇） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　　計 ₁₀₉ ₀. ₆₈₀

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）

■組入資産明細表
（1）外国（外貨建）公社債（通貨別）

作 成 期 当 期 末

区 分 額　面　金　額
評 価 額

組入比率
うちＢＢ格
以 下 組 入
比 率

残 存 期 間 別 組 入 比 率
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額 ₅ 年以上 ₂ 年以上 ₂ 年未満

千韓国ウォン 千韓国ウォン 千円 ％ ％ ％ ％ ％
韓　　　国 ₂, ₉₈₀, ₀₀₀ ₃, ₀₄₄, ₇₉₈ ₃₃₁, ₈₈₃ ₉₇. ₃ ― ₆. ₁ ₅₉. ₁ ₃₂. ₀ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。
（注 ₃ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

（2）外国（外貨建）公社債（銘柄別）
当 期 末

区 分 銘 柄 種　類 年利率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日外 貨 建 金 額 邦貨換算金額
％ 千韓国ウォン 千韓国ウォン 千円

韓国 KOREA TREASURY BOND 国債証券 ₃. ₅₀₀₀ ₁, ₈₀₀, ₀₀₀ ₁, ₈₅₁, ₃₅₄ ₂₀₁, ₇₉₇ ₂₀₁₇/₀₃/₁₀ 
KOREA TREASURY BOND 国債証券 ₃. ₅₀₀₀ ₁₈₀, ₀₀₀ ₁₉₂, ₀₀₄ ₂₀, ₉₂₈ ₂₀₂₄/₀₃/₁₀ 
Korea Monetary Stabilization Bond 国債証券 ₂. ₃₅₀₀ ₁, ₀₀₀, ₀₀₀ ₁, ₀₀₁, ₄₄₀ ₁₀₉, ₁₅₆ ₂₀₁₅/₀₉/₀₉ 

合　計
銘柄数 ₃銘柄 

金　額 ₂, ₉₈₀, ₀₀₀ ₃, ₀₄₄, ₇₉₈ ₃₃₁, ₈₈₃ 
（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）額面金額、評価額の単位未満は切捨て。

■投資信託財産の構成
₂₀₁₄年₁₂月₂₂日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
公    社    債 ₃₃₁, ₈₈₃ ₉₆. ₆ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₁₁, ₆₀₁ ₃. ₄ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₄₃, ₄₈₄ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、₁₂月₂₂日における邦貨換算レートは、₁₀₀韓国ウォン＝₁₀. ₉₀円
です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₃₃₈, ₇₇₉千円）の投資信託財産総額（₃₄₃, ₄₈₄
千円）に対する比率は、₉₈. ₆% です。
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₄, ₄₉₃, ₈₃₅円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₂₇, ₀₇₅, ₇₈₂
（ｃ）収 益 調 整 金 ₇, ₀₂₁, ₈₅₂
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁₀₂, ₃₅₀, ₄₃₈
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₄₀, ₉₄₁, ₉₀₇
（ｆ）分 配 金 ₂₀₀, ₅₀₁
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₄₀, ₇₄₁, ₄₀₆
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₂₀₀, ₅₀₁, ₃₅₉口

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₄年₁₂月₂₂日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 3₄3， ₄8₄， ₆92円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₉, ₆₀₁, ₁₅₉  
公 社 債（評価額） ₃₃₁, ₈₈₃, ₀₀₄  
未 収 利 息 ₁, ₈₈₀, ₅₀₂  
そ の 他 未 収 収 益 ₁₂₀, ₀₂₇  

（Ｂ）負 債 2， 2₄1， 92₇  
未 払 収 益 分 配 金 ₂₀₀, ₅₀₁  
未 払 信 託 報 酬 ₂, ₀₂₈, ₁₇₃  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₃, ₂₅₃  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 3₄1， 2₄2， ₇₆₅  
元 本 ₂₀₀, ₅₀₁, ₃₅₉  
次 期 繰 越 損 益 金 ₁₄₀, ₇₄₁, ₄₀₆  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 2₀₀， ₅₀1， 3₅9口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 1₇， ₀19円

＊ 期首における元本額は₂₁₃, ₆₀₄, ₈₆₃円、当期中における追加設定元本額は₅₅, ₇₇₃
円、同解約元本額は₁₃, ₁₅₉, ₂₇₇円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₇, ₀₁₉円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₆ 月₂₁日　至₂₀₁₄年₁₂月₂₂日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₄， 8₀8， ₆89円

受 取 利 息 ₄, ₆₉₄, ₅₉₉
そ の 他 収 益 金 ₁₁₄, ₀₉₀

（Ｂ）有価証券売買損益 28， 9₇1， 981
売 買 益 ₂₉, ₂₈₅, ₀₄₃
売 買 損 △ ₃₁₃, ₀₆₂

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 2， 211， ₀₅3
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 31， ₅₆9， ₆1₇
（Ｅ）前期繰越損益金 1₀2， 3₅₀， ₄38
（Ｆ）追加信託差損益金 ₇， ₀21， 8₅2

（配 当 等 相 当 額）（ ₂, ₁₁₀, ₆₃₂）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₄, ₉₁₁, ₂₂₀）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 1₄₀， 9₄1， 9₀₇
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 2₀₀， ₅₀1

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 1₄₀， ₇₄1， ₄₀₆
追 加 信 託 差 損 益 金 ₇, ₀₂₁, ₈₅₂

（配 当 等 相 当 額）（ ₂, ₁₁₀, ₆₃₂）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₄, ₉₁₁, ₂₂₀）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₃₃, ₇₁₉, ₅₅₄

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
（注 ₄ ） 投資信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委託するために

要する費用：₄₆₁, ₃₄₉円（未監査）
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ダイワ／ミレーアセット韓国セレクト・ファンド（債券型）

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 1₀円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、₁₂月₂₂日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₇, ₀₁₉円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

復興特別所得税ならびに証券税制の軽減税率の廃止に関するお知らせ
・₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日から普通分配金ならびに解約時または償還時の差益に対し、所得税に₂. ₁％の率を乗じた復興特別所得税が課されて

います。また、証券税制の軽減税率は₂₀₁₃年₁₂月₃₁日をもって廃止されています。そのため₂₀₁₃年 ₁ 月 ₁ 日から₂₀₁₃年₁₂月₃₁日ま
では₁₀. ₁₄₇％（所得税 ₇ ％、復興特別所得税₀. ₁₄₇％および地方税 ₃ ％）、₂₀₁₄年 ₁ 月 ₁ 日以降は₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別
所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率が適用されます。

・復興特別所得税に係る記載がされた目論見書の再交付をご希望される受益者の方につきましては、その旨を販売会社までお申し出
ください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2₀1₄年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。
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